
所有者不明専有部分管理命令について 

（区分所有法４６条の２第１項） 

 

１ 概要 

区分所有者を知ることができず、又はその所在を知ることができない専有部

分（専有部分が数人の共有になっているときは、共有者を知ることができず、

又はその所在を知ることができない専有部分の共有持分）について、当該専有

部分が適切に管理されないために不利益を被る恐れがある他の区分所有者等

や当該専有部分を取得してより適切な管理をしようとする購入希望者等の利

害関係人は、裁判所に対し、その請求にかかる専有部分又は共有持分を対象と

して、所有者不明専有部分管理命令を申し立てることができます（建物の区分

所有等に関する法律（以下「法」といいます。）４６条の２第１項）。 

 

２ 申立人 

  利害関係人（法４６条の２第１項） 

 

３ 申立先 

  所有者不明専有部分管理命令に係る専有部分の所在地を管轄する地方裁判

所（法８７条１項）  

 

４ 申立てに必要な費用等 

 ・ 収入印紙 申立ての対象となる専有部分ごと（共有持分の場合はその持分

ごと）に１，０００円 

 ・ 郵便切手 ６，０００円（内訳：５００円×８枚、１１０円×１０枚、１

００円×５枚、５０円×５枚、２０円×５枚、１０円×５枚） 

 ・ このほかに、管理費用（売買や賃貸などの事務手続に要する費用をはじめ、

管理のために必要となる費用）や管理人報酬のための費用として、予納金を

納めていただく必要があります。予納額については、予定される管理事務の

内容や管理に要する期間等を勘案した上で、裁判官が判断し、後日、担当書

記官からご連絡しますので、予納の手続をとってください（予納金が納付さ

れた後、管理命令を発令するか判断がされます。）。 

 ※ 管理が終了して予納金に残余がある場合は、残余の予納金を返還します。 

 ※ 当初の見通しを上回る費用が必要となった場合等は、予納金の追納をお

願いする場合があります。 

 

５ 申立書及び添付書類等 



・申立てに当たっては、東京地方裁判所民事２２部のホームページに掲載してあ

るひな型を参照して、申立書を作成してください。 

・添付書類は、上記ひな型に記載してあります（共有、管理等に関する非訟事件

に関する手続規則２２条参照）。特に、申立人の属性に応じて提出する書面が異

なりますので、ひな型の別紙「必要書類一覧表」をよく確認してください。 

なお、事案に応じて、ひな型に記載のない資料についても提出を求めることが

あります（同規則２条参照）。 

・審理等については、所有者不明土地（建物）管理命令に準じますので、同手続

の説明文書を併せてご確認ください。 

以上 


